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　モンゴル経済が難しい段階にあることは、先月の「北東アジア経済発展国際会議」
でも報告されていました。今号では、総額55億ドルに上るという国際金融機関や各
国による支援計画の状況も紹介され、厳しい実情がさらに感じられます。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ロシア産家きん肉の対日輸出の準備が進む  ◇

　連邦動植物衛生監督局は近々、ロシア産熱処理家きん肉の対日輸出用検疫証明書
案を、調整のため日本側に提出することにしている。
　連邦動植物衛生監督局の沿海地方支部、サハリン州支部の発表資料によると、家
畜伝染病事情と神戸ビーフの生産時の安全管理システムを査察するため、３月に専
門家が訪日する。また、日本の関係省庁の専門家も３月、ナマの家きん肉とその加
工品生産時のロシア側の安全管理システムの査察を行う。
　発表資料によると、連邦動植物衛生監督局は今年１月から、日本人専門家の査察
用に、家きん肉とその熱処理製品の対日輸出を希望するロシア企業のリストの作成
作業に取り掛かっている。（インターファクス２月22日）

  ◇  ウラジオストク空港の売却取引が完了  ◇

　「ベーシック・エレメント」グループ（BazEl、オレグ・デリパスカ氏）、ロシ
ア直接投資基金（RDIF）、シンガポール・チャンギ国際空港から成るコンソーシア
ムが、空港ターミナルビルを所有・運営する（株）ウラジオストクターミナルの株
式100％と（株）ウラジオストク国際空港（VIA）の株式52.16％を（株）シェレメ
チェボ国際空港から買い取る取引の完了を発表した。
　VIAは３月17日に臨時株主総会を開き、そこで新しい取締役会が編成される。シェ
レメチェボのほか、アエロ・グルーズ社（18.37％）、（株）クワルツ・インベス
ト（16.84％）、オリガ・トルシキナ氏（8.2％）も大口株主だ。
　コンソーシアムは空港運営に着手した。RDIF、チャンギ、BazElは対等の原則で
コンソーシアムに参加している。これら投資家たちは中期的に空港の年間乗降客数
を500万人にすることを見込んでいる。
　2016年には、VIAは乗降客数を2015年比で９％増やし、185万人にした。VIAはあ
らゆる型の航空機を受け入れることができる。旅客ターミナルは年間350万人の乗
降客数を見込んでいる。空路のネットワークは約40ルートとなっている。
（太平洋ロシア２月24日）

  ◇  ロシアが液化炭化水素系ガスの対中国輸出を開始  ◇

　大規模な中ロ国境回廊「満洲里」経由で中国へ32.5トンのロシア産液化炭化水素
系ガス（１万5100ドル相当）が出荷された。こうして、満洲里積み替えでのロシア
から中国への液化炭化水素系ガスの定期輸出が正式に始まった。
　内モンゴル自治区の入国・検疫管理局の発表によると、2015年末に満洲里経由で
液化炭化水素系ガスのロシアからの輸入テストが行われた。定期輸入が始まれば、
ロシアから輸入された液化炭化水素系ガスは満洲里以外でも利用され、中国の他の
地域にも送られることだろう。
　中国側の輸入業者は、ロシア産液化炭化水素系ガスには独自のメリット（安価、
不純物がない、プロパン含有率が高い、高燃料効率）がある。ロシアからの液化炭
化水素系ガスの定期輸入によって、中国国内の液化炭化水素系ガスの利用コストを
下げ、中国市場へのガス供給事情を著しく改善することができる、と新華社は報じ
ている。（太平洋ロシア２月24日）

  ◇  ソチ投資フォーラムが国内問題重視に転換  ◇

　ソチで27日、ロシア投資フォーラムが開幕した。同フォーラムは、恒例の秋開催
から、初めて冬に開催されている。事業の体裁も国際会議から国内会議へと変わっ
た。ドミトリー・コザク副首相は、フォーラムの改称の理由としてローカルアジェ
ンダの重視を挙げ、会期の変更の理由として、この種の年中行事のより均等な配置
（秋には東方経済フォーラムがある）と、冬季にオリンピックのインフラを使う必
要性を挙げた。政府ではフォーラムのゲストがアルペンスキーを楽しむ機会も重視。
閣僚はフォーラム前日の日曜日、このチャンスを逃さず、スキー場で非公式の雰囲
気の中、直接交流した。
  連邦構成主体の発展について、メドベージェフ首相はまず、地方のブースの展示
を視察した。知事たちは準備中のプロジェクトを首相に紹介した。総会では地方の
投資ポテンシャルに焦点が当てられた。総会で首相は、自分たちの任された地域の
経済発展がロシア全体の発展進度を左右することを、政府を代表して知事たちに想
起させた。首相は、競争上の強みに基づいて独自の「成長点」を積極的に探すよう、
知事たちに呼びかけた。
  一方、知事たちは民間投資の縮小について不満を述べた。メドベージェフ首相は、
経済発展省がまとめる2025年までの政府の長期行動計画に地方の成長促進方策が反
映される見通しで、それは国の経済を世界平均よりも高い成長進度に乗せることを
目指すものだと述べた。同計画は５月に承認されることになっており、まだ策定中
だ。首相はこの計画について予告するとともに、その主要方針についてフォーラム
出席者に話した。その中には、マクロ経済の安定性確保（租税・非租税システムな
ど）、「スマート化経済」（デジタル技術の導入と頭脳流出防止対策）、雇用の効
率化がある。
  首相はさらに、連邦予算編成時のプロジェクトベースのアプローチの導入と、開
発対外経済銀行（VEB）をベースとする「プロジェクトファイナンスファクトリー」
の設置について述べた。マクシム・オレシキン経済発展大臣によれば、銀行はプロ
ジェクトがないから融資せず、企業は融資を受けるのが難しいと思うからプロジェ
クトをつくらない、という「悪循環」を、この「ファクトリー」によって断ち切る
ことができる。「銀行は『担保のある融資』の構図でのみ働くことに慣れてしまっ
た。一方で、これよりも複雑な商品は1990年代や2000年代には存在しなかった。そ
こで、今、プロジェクトファイナンスの文化のネクストレベルへの移行が重要で、
まさにこれが投資主導型経済発展の基礎なのだ」と、オレシキン大臣は説明し、刷
新されたVEBが、プロジェクトの扱い方を銀行に教えることができるだろうとの期
待を表明した。（コメルサント・デイリー２月28日）

  ◇  ロシア極東に観光産業発展基金を設置  ◇

　観光プロジェクト実施のための投資基金が極東連邦管区にできる。極東発展基金
のアレクセイ・チェクンコフ総裁がソチで開催中のロシア投資フォーラムでこのよ
うに述べたことを、リア通信が報じている。
　極東発展基金は、観光業界のアジアの大手企業と共に基金を立ち上げる。その一
つは世界的ホテルチェーンの「シャングリ・ラ」だと、チェクンコフ総裁は述べた。
　「彼らと、中国建築国際集団有限公司（CSCEC）と我々は、対インフラ・建設投
資の基金の設置について合意した。このように、この基金は主に、CSCECなどの民
間資本になる」とチェクンコフ総裁は説明した。チェクンコフ総裁によれば、この
基金の資産額は10億ドルになる。また、現在、プロジェクトの選定が進んでいる。
そのうちの一つとなりうるのが、アルペンスキーリゾート「ホルドミ」（ハバロフ
スク地方）だ。ホルドミはアルペンスキー場開発助成金の支給を受けるとみられて
いる。
　チェクンコフ総裁は「コムソモリスク・ナ・アムーレ市開発関連プロジェクトを
検討している。サハリンは自力で資金を十分確保できているので、自費と、さらに
現地企業の資金で観光施設を整備するだろう」と述べた。（DV.land２月28日）

  ◇  「極東の１ヘクタール」の需要促進に30億ルーブル  ◇

  ロシア投資フォーラム（ソチ）の枠内で27日、ユーリー・トルトネフ副首相兼極
東連邦管区大統領全権代表の同席のもと、極東発展基金と「郵便銀行」の間で「極
東の１ヘクタール」取得者向け特別融資プログラム実施の際の協力に関する協定書
が署名された。この共同プログラムの総額は30億ルーブルと見積もられている。
  「我々はロシア極東の土地提供のプロジェクトを始めた。すでに今、約７万件の
問い合わせがある。もっとも頻繁なのは、既に１ヘクタールの手続きを終えた人た
ちの要望で、土地開発に融資を受ける可能性についてだ。通常の融資は高金利だ。
そこで、我々は極東発展基金に専用の融資商品づくりを依頼し、それができた」と
トルトネフ副首相は話した。
  郵便銀行は、ロシア極東の土地を無償で取得した国民への特別融資向けの資金を
年内に準備することにしている。3000〜60万ルーブルの融資が３〜60カ月の期限で
提供される。この協調融資によって、特定目的無担保消費者金融の金利を大幅に下
げる（10.5％以内）ことができる。
　「郵便銀行」が構築した融資システムは電子商取引サイトと連携する。このよう
な処理によって、全てのロシア国民にとって手頃な融資と、その後の極東連邦管区
への商品・サービスの配達を実現することができる。特定目的融資金の利用条件を
順守するため、システム上の全ての決済は非現金決済で行われることになる。
　近い将来、極東の１ヘクタールの取得者は、プレハブ住宅や家具、農業機械等、
工具、製造用設備、建設資材、その他土地の整備に必要な商品を分割払いで購入で
きるようになるだろう。（太平洋ロシア２月28日）

  ◇  中ロ農業技術革新研究センターがハバロフスク地方に発足  ◇

　２月28日にハルビンで開かれた会合で、極東農業研究所と黒龍江省科学院の幹部
が「中ロ農業技術革新研究センター」の設立に関する協定書に署名した。出席者ら
は相互学術協力協定書の実行ロードマップも承認したことを、ハバロフスク地方知
事及び同地方政府の広報室がAmurMediaに伝えた。
　ロシア極東で初のこの種の拠点に、黒龍江省科学院からは同科学院大慶分院、微
生物学研究所、大興安嶺地区農林科学院が参加する。同センターは黒龍江省科学院
と極東農業研究所内に支部を持つことになる。
　「同センターの主要な課題は、中ロの研究者の革新的開発技術を両国の経済に導
入することだ。この中ロプロジェクトは農業分野の共同研究の実施を目的とし、研
究成果の移転や地域の経済発展に寄与するだろう。双方には様々な農作物の品種改
良、育種で豊かな経験があり、農作物の収量拡大を可能にする技術が開発されてい
る」と極東農業研究所のタチアナ・アセエワ所長は話している。
　アセエワ所長によれば、同センターの設立はハバロフスク地方と黒龍江省の国際
協力方針の実行過程の重要段階だ。そのため、農業分野での中ロ研究者の実質的連
携基盤づくりが可能となっている。
　ハバロフスク地方農業生産・農村部発展省では、特に将来の栽培・加工のための
ジャガイモの品種改良と育種が、このセンターの課題の中に入ってくるだろうとコ
メントした。（AmurMedia３月１日）

  ◇  ロシア極東への外国人の入国簡素化法に大統領が署名  ◇

　外国人が電子ビザでロシア極東の５地域を訪れることができる。関連する法律に
プーチン大統領が署名した。
　電子ビザでロシアに８日間滞在することができ、有効期間は30日となっている。
観光客は入国の４日前に外務省のサイトで申請するだけでよい。その後、国境でパ
スポートを提示する。入管職員がデータベースに沿って入国許可の有無をチェック
し、パスポートにスタンプを押す。重要なのは、ビザは無料、手数料もないという
ことだ。
　自由港制度が施行されている計５地域（沿海地方、ハバロフスク地方、サハリン
州、チュコト自治管区、カムチャツカ地方）に電子ビザで入ることができる。この
際、外国人は入国した地域内だけを旅行することができる。
　アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣は、「ビザ発給簡素化制度は、よりたく
さんの外国人や観光客をロシア極東に呼込むことができる」とコメントした。
　この新しい入国方式の導入作業には、外務省、運輸省、情報技術・通信省、連邦
保安庁国境警備局、極東開発省が関わっている。（DV.land３月７日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  吉林省の対外貿易　１月好調スタート  ◇

　国際市場の需要が少なく、対外貿易の情勢が複雑で厳しい状況になる中で、１月
の吉林省の対外貿易は昨年下半期以来、再び上昇傾向を続け、好調なスタートを切っ
た。輸出入は成長を続けると同時に３割を超える増加幅で、今年の対外貿易の全体
的な回復のために確固とした基礎を打ち建てた。
　長春の税関統計によれば、2017年１月、吉林省の対外貿易輸出入額は125.5億元
に達し、前年同期比33.3％の伸びとなった。全国の輸出入増加幅の19.6％より明ら
かに高く、吉林省の輸出入双方でプラスの成長を実現している。その内、輸出は27.1
億元を達成し、前年同期比22.3％の伸びで全国より6.4ポイント高く、輸入は98.4
億元を達成し、前年同期比36.8％の伸びで、全国より11.6ポイント高かった。
（吉林日報２月16日）

  ◇  大連港、国内初「話せる」桟橋供用開始  ◇

　「減速してください、誰かいないか上を見てください…」。大連港のコンテナ埠
頭で、音声が桟橋の運転手に注意を喚起している。大連港グループが自社で開発し
た国内初の桟橋インテリジェント音声操作システムが３カ月の試験運行を経て、先
頃順調に実用化した。このシステムは桟橋での操作をさらにスマート、安全にし、
作業の質と効率を大幅に向上させた。
　ここ数年、港のコンテナ業務は飛躍的に発展し、コンテナ桟橋のオートメーショ
ンの程度が大きなコンテナ埠頭の安全保証と効率向上の競争ポイントになっていた。
2016年上半期、大連港第１期と第３期のコンテナ埠頭は共同で「桟橋インテリジェ
ント音声操作注意喚起システム」の研究開発を始動させた。９カ月あまりの模索と
実践を経て、初めてのシステムが供用開始となった。
　大連港グループはさらに、タイヤ式ガントリークレーン、レールマウントガント
リークレーン、リフトトラック、フォークリフト等、その他の設備でも音声注意喚
起機能を増やすことにしている。（遼寧日報２月17日）

  ◇  中ロ税関の監督管理相互認定により通関速度アップ  ◇

　ハルビン税関からの情報によれば、ハルビン税関では中ロ間の国境税関協力を強
化し、全力で中ロの監督管理の結果を相互に報告するプロジェクトの実施を推進し、
情報の交換、監督管理の情報共有を実現して、企業の通関の速度をアップさせ、龍
江の対外開放のレベルアップを後押ししている。2016年、ハルビン税関とロシア極
東税関局では監督管理の相互認定を行ない、ロシアから大豆・板材・トウモロコシ
を主とする貨物2532.67トンを輸入し、青果を主とする2232.16トンの貨物を輸出し
た。
　「監督管理結果相互認定」は両国の税関があらかじめ情報交換する前提のもと、
輸入国口岸の税関が特定の商品に対し相手方の監督管理結果を認可し、再度の検査
を免じて直接通行許可する便利な通関手順だ。この政策は貨物の通関時間を大幅に
短縮し、企業の輸出入コストを下げた。同時に双方の税関における監督管理資源を
節約し、中ロ貿易の便利化のレベルを向上させるのに役立っている。
　このプロジェクトが実施されて以来、ハルビンの税関は監督管理サービスを改善
しつづけ、順調な通関と電子情報やペーパーでの適時連絡を保証している。また、
ロシア極東税関局との良好な意思疎通を維持し、業務の成果を適宜連絡し、発生し
た問題についても解決している。さらに関係企業と積極的に連携し、定期的に追跡
調査を行なって、輸出入企業のために双方向の通関の利便性を提供し、貨物の通関
時間を短縮して、企業コストを下げている。中ロ税関の監督管理の相互認定は企業
の通関速度を速めている。（黒龍江日報２月24日）

  ◇  黒龍江省の口岸旅客輸送9.5％の伸び  ◇

　黒龍江省商務庁からの情報によれば、黒龍江省の口岸システムは対外開放と大通
関建設業務を着実に進め、口岸の貨物輸送は持続的に安定した伸びを保証している。
2016年、輸出入の貨物輸送量の累計は2712.3万トンを達成し、前年同期比4.1％の
伸びだった。全省の口岸旅客輸送量は累計で延べ337.9万人を達成し、前年同期比
9.5％の伸びだった。
　黒龍江省の電子口岸プラットホームの建設が新しく進展し、現在、実用可能な電
子口岸のプラットホームがすでに完成している。同江鉄道口岸の設立はすでに「中
ロ国境口岸協定」の中に組み入れられ、国家の「13期五カ年計画」の口岸発展計画
の中に組み入れられている。黒瞎子島道路旅客輸送口岸の設立業務もすでに外交文
書が取り交わされ、口岸の対外開放の申請もすでに国務院を経て税関総署に提出さ
れており、中ロ双方はいままさに「一地両検（一カ所で輸出入の検査を同時に行う）」
の検査モデルを模索中だ。黒河歩行口岸もすでに交換公文を交わし、口岸の事業化調
査の報告立案に着手している。
　口岸協力の歩みは加速化している。撫遠とロシア・ハバロフスク間の臨時航路は
国家の口岸事務所に承認され、綏芬河道路口岸の貨物検査ルートもピーク時は毎日
16時間業務を実行することになり、３月15日から５月15日まで試験期間を設ける予
定だ。綏芬河と撫遠口岸は中ロ国境住民の８席以下の自動車による個人旅行を開通
する地域を策定し、省政府の同意を得ている。黒河水運口岸と東寧道路口岸の貨物
検査ルートもすでに毎日12時間業務を実施している。（黒龍江日報２月25日）

  ◇  オルドス総合保税区、国務院承認  ◇

　２月24日、オルドス市政府からの情報によれば、国務院がオルドス総合保税区の
設立同意を承認し、国家が現在行っている総合保税区に関係する税収や外貨管理政
策を執行することになった。これは、内モンゴル自治区が「北上南下、東進西出、
内外連動、八面来風（東西南北に開放し、国内外と連動し、四方八方風通しのよい）」
対外開放の新しい局面を構築するのに大きな影響を与えることになり、モンゴル・
山西省・陝西省・甘粛省・寧夏ウイグル自治区等の西北地域の発展をもたらし、
「一帯一路」戦略に貢献する上で大きな意味をもつ。
　調べによれば、オルドス総合保税区の計画面積は1.21平方キロメートルで、その
範囲は、東は経三路、南は緯十三路、西は中央生態大道行線、北は緯十六路まで至
る。この保税区は地理的かつ政策的な優位を発揮し、保税加工・保税物流・保税サー
ビス等の業務を発展させる。主な税収政策は、法律・法規や現行政策の別規定があ
る場合を除いて、国外の貨物は保税区に入れば保税あるいは免税となる。貨物が保
税区を出て入国し、販売される場合は、貨物輸入の関係規定に従って申告手続きを
行ない、貨物の実際の状態に照らして税を賦課する。国内の保税区外の貨物が保税
区に入る場合は輸出と同じように見なし、税還付を行なう。保税区内の企業間の貨
物取引は増値税と消費税を免除する。
　総合保税区の設立承認により、園区とともにすでに承認されているオルドス国際
空港、航空口岸、現在建設中の内陸港は、オルドスないしは内モンゴルの対外開放
の重要なプラットホームと前線基地を構成している。（内モンゴル日報２月26日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  IMFと救済計画について合意  ◇

  国際通貨基金（IMF）とモンゴル国政府は２月19日、３年間の拡大信用供与措置
（EFF）により４億4000万ドルの支援を受けるための経済財政プログラムついて、
担当者レベルで合意した。
  他の国際的パートナーも政府プログラムを支援することにしている。例えば、ア
ジア開発銀行（ADB）、世界銀行、日本や韓国等の二国間パートナーは、共同で、
最大30億ドルの予算・事業の支援を行う見込みだ。中国人民銀行は少なくとも３年
間、モンゴル銀行との150億元の通貨スワップ協定を延長する予定だ。これらを合
わせた外部からの支援総額は、約55億ドルになるという。
  さらに、IMFの拡大信用供与プログラムに従い、自動車税、酒税、たばこ税、社
会保険料、個人所得税等、一部の租税の税率が４月１日から引き上げられる。しか
し、税率の引上げ、新たな租税や賃金や年金に係る社会問題は、社会を圧迫してい
る。（GoGo Mongolia２月19日）

  ◇  中モ関係が改善か  ◇

  中国の王毅外相は２月20日、経済危機に陥っているモンゴルの救済措置をいくつ
か発表した。二国間関係が政治的フラストレーションを帯びているため、北京の今
回の支援は、モンゴルの経済多様化を支援する誠実な動きだと関係者は話している。
  モンゴルの貿易と通貨の安定に不可欠な二国間通貨スワップ協定の延長を含む措
置が、20日の王外相とモンゴルのムンフオルギル外相の会談後の共同記者会見で明
らかになった。王外相は、中国が国際金融機関による対モンゴル支援に賛同し、鉱
物資源、農産品、畜産製品の中国への輸出を拡大するというモンゴルの希望も考慮
する、と述べた。
  モンゴルは11月、中国からのチベットの分離を押し進めるダライ・ラマ14世の訪
問を許可して中国の不興を買った。１月、王外相とムンフオルギル外相の電話会談
の際、モンゴル側は今後ダライ・ラマ氏の訪問は受け入れないことを約束した。王
外相は20日、二国間関係は「再スタートの準備ができている」と表明した。
  ムンフオルギル外相は、モンゴルが「一つの中国政策」を支持しており、チベッ
トは中国の一部だと述べた。ムンフオルギル外相はさらに、モンゴル国首相が一帯
一路に関する国際会議に出席するため、５月の訪中を予定していると述べた。
（GoGo Mongolia２月21日）

  ◇  小麦増産に奨励金を支給  ◇

　定例閣議で、小麦生産の支援を目的とする農業者への奨励金の支給が決定した。
この決定に従い、個人及び法人は、農業者支援・国家備蓄基金に供出され、国際規
格に合致する１等小麦１トンにつき５万5000トゥグルグの奨励金の支給を受ける。
２〜４等小麦の供出に対する奨励金は１トン当たり５万トゥグルグになる。昨年は
全国で35万5000ヘクタールから46万トンの小麦が収穫された。
　小麦奨励金として160億トゥグルグが国の予算に反映されており、現在、12県65
郡から729の個人と法人がこの奨励金の対象となっている。（MONTSAME２月22日）

  ◇  JICAの支援で普通教育学校の校舎が建設される  ◇

　教育・文化・科学・スポーツ省で23日、日本の国際協力機構（JICA）の無償資金
協力で実施される「学校建設」プロジェクトの枠内での協議の議事録の署名式が行
われた。
　こうして、日本の無償資金協力で学校が建設されることと、参加双方の権利と義
務が確認された。資金額に応じて３〜４校の校舎が建設され、2020年教育年度まで
に竣工するとみられている。（MONTSAME２月23日）

  ◇  日モ外交関係樹立45周年  ◇

　1972年２月24日、モンゴルと日本は外交関係を樹立した。モンゴル政府は過去の
記念日よりも今回の記念日を重視し、モンゴル国外務省の主導でメモリアルイヤー
祝賀組織委員会を設置した。モンゴル・日本友好議員連盟、外務省、財務省、教育・
文化・科学・スポーツ省、ウランバートル市役所、モンゴル国営公共ラジオ・テレ
ビ放送、行政組織、非政府組織がメンバーだ。
　記念行事は１年を通じて実施される。２月10日には記念行事開始セレモニーが行
われ、両国が祝い状を交換した。この日、写真展の開会式も行われた。
  記念行事の枠内で、国会議長級の公式訪問や、日モ両国の交流発展の歴史に関す
るドキュメンタリー映画の上映、学術会議の組織、文集の出版、モンゴルのファッ
ションショーの日本での開催、モンゴル産カシミア製品の展示会、民族音楽アンサ
ンブルの訪日公演、モンゴルでの日本のバレエ団の講演や生け花実演が予定されて
いる。外交関係樹立メモリアルイヤー祝賀行事は、両国の友好関係の強化と協力の
拡大に大いに貢献することだろう。（MONTSAME２月24日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  山形日本香港協が発足　インバウンド拡大目指す  ◇

  香港への県産農産物の輸出促進と、インバウンドの受け入れ拡大を目指し、県内
の経済人らで組織する山形日本香港協会が17日、発足した。県内各業界が連携し、
県産ブランド米「つや姫」などの農産物だけでなく、日本酒や工芸品など県産品の
輸出に力を入れ、香港との関係を強める。
  県経営者協会の寒河江浩二会長や山形商工会議所の清野伸昭会頭ら20人で発起人
会を結成した。会長には発起人の一人で、在香港日本総領事館での勤務経験がある
大沼瑞穂参院議員を選び、吉村美栄子知事が顧問に就任した。香港の準政府機関
「香港貿易発展局」の支援を受け、北海道や宮城県などの同様の協会も加盟する日
本香港協会全国連合会の地方組織として活動する。（山形新聞２月18日）

  ◇  米子−香港便１万人　訪日客堅調、５カ月で達成（島根）  ◇

  山陰両県で２つ目の国際定期路線として就航した米子−香港便の搭乗者数が18日、
通算１万人を突破した。2016年９月14日の就航以来、香港からの訪日客の利用が堅
調に推移し、当初の予定通り５カ月余りで達成した。
  香港便は、香港航空（本社・香港）が174人乗りの機材を使い、水、土曜に各１
往復を運航している。９月、10月の搭乗率は50％台にとどまっていたが、その後は
右肩上がりで12月に最高の72.9％を記録した。就航から１月末までの平均搭乗率は
63.1％。１万人達成の推進役は利用の８割を占める訪日客。個人客が予想以上に目
立っている。（山陰中央新報２月19日）

  ◇  中国・成都でセミナー　東京便利用促進（富山）  ◇

  中国第４の都市から羽田空港経由でいらっしゃい−。県は新年度、人口1400万人
を超え、成田空港との間に定期便がある四川省・成都で、観光セミナーを開く。乗
客が減少している全日本空輸富山−東京（羽田）便に乗り継ぐツアーを売り込み、
同便の利用増加につなげていく。
  １日６往復だった東京便は北陸新幹線開業後の乗客減に伴い、昨年３月下旬から
４往復になっている。利用者を増やしていくための一つの手段として目を付けたの
が成都。中国で重慶、上海、北京に次いで人口が多い上、「上海などに比べて未開
拓で、富山がPR競争で先手を打てる可能性がある」（全日空富山支店）。
（北日本新聞２月21日）

  ◇  敦賀−釜山コンテナ船　共同運航で輸送力向上（福井）  ◇

  韓国の海運２社が27日から、敦賀港と韓国を結ぶコンテナ貨物船の共同運航を始
める。現在は自社船をそれぞれ週１便運航しているが、実質的に２社とも週２便体
制になる上に、船も大型化されるため、航路の利便性と輸送力が向上する。共同運
航の背景にあるのは市況悪化による同国の業界再編だが、敦賀港のポートセールス
の好材料にはなりそうだ。
  ２社は興亜（ヒュンガ）海運と長錦（シノコー）商船。新航路は、２隻の船が
「釜山−釜山新港−舞鶴−敦賀−境港−釜山−釜山新港−金沢−境港−舞鶴−金沢
−敦賀−釜山」の順に、２週間で回る。敦賀港には水曜、土曜に立ち寄り、輸出入
両方を取り扱う。（福井新聞２月22日）

  ◇  啓翁桜輸出の柱に　ロシアへ昨年の２倍超（山形）  ◇

  県と酒田市、遊佐町、JAなどで組織する酒田地区農産物輸出推進協議会が、啓翁
桜の輸出拡大策を強化している。昨年初めて800本を送ったロシア・サンクトペテ
ルブルクには、今年も国際女性デー（３月８日）に合わせ、２倍強の1900本を輸出
する。22日に酒田市内で検疫に合格した。香港へのテスト輸送も現在実施中。海外
で希少価値の高い桜には本県輸出農産品の柱になり得るとして関係者が意気込んで
いる。
  昨年は、関係者が現地ニーズの把握や交渉を進めた上で、３月上旬に現地の国立
植物園で展示即売会を開催。啓翁桜は、ロシアで一般的なチューリップの３倍程度
と高値ながら、その美しさ、品質が評価され、昨年の２倍超の輸出本数へと結びつ
けた。（山形新聞２月23日）

  ◇  外国人向け乗り放題パス　西日本高速、10県で利用可（山陰）  ◇

  西日本高速道路と兵庫県道路公社は22日、両社が管理する中国地方、四国地方な
ど10県の高速道路で使える外国人観光客向けの乗り放題パスを３月25日に発売する
と発表した。高速道路の利用増やサービスエリアなどでの消費拡大を狙う。
   普通車のレンタカー限定で、３日間乗り降り自由の場合、価格は6000円。期間
が１日増えるごとに1000円上がり、最大10日間まで使える。駅や空港にある主要な
レンタカーの店舗で購入できる。（山陰中央新報２月23日）

  ◇  福井の豊かな食、食文化　7カ国バイヤーに提案  ◇

  日本貿易振興機構（ジェトロ）福井と、ふくい食輸出サポートセンターは23日、
海外７カ国のバイヤーを招いた提案型の商談会を、あわら市の温泉旅館で開いた。
そばや梅、みそ、しょうゆ、水産物など県内事業者の食材を使った料理を振る舞い、
福井の食と食文化の豊かさをPRした。
  招いたのはシンガポール、中国、タイ、ベトナム、アメリカ、フランス、ポーラ
ンドの輸入卸売業者のバイヤー。日本酒の蔵元を含む県内13社と石川7社、富山２
社の商材を使った料理を振る舞った。24日は金沢市で北陸３県のジェトロ主催の商
談会があり、本県から11社が参加する予定。（福井新聞２月24日）

  ◇  越前加賀インバウンド推進機構　香港で魅力売り込み（北陸）  ◇

  あわら市、勝山市、坂井市、永平寺町、石川県加賀市でつくる「越前加賀インバ
ウンド推進機構」の各市町の首長らがこのほど香港を訪問し、トップセールスを行っ
た。大手旅行会社の社長を初の観光大使に任命、松田邦紀総領事から助言を受ける
など誘客増へ精力的に各地を訪問した。
  機構の海外トップセールスは初めて。橋本達也あわら市長、山岸正裕勝山市長、
坂本憲男坂井市長、河合永充永平寺町長、山下正純加賀市副市長と市町担当者の計
11人が14日から４日間の日程で訪れた。訪日団体旅行の取り扱いが多い大手旅行会
社「EGLツアーズ」の袁文英社長を「越前加賀観光大使」第１号に委嘱した。
（福井新聞３月１日）

  ◇  酒田港使い輸送費削減　酒田の企業、陸送から転換（山形）  ◇

  酒田市の小松写真印刷（佐藤茂枝社長）がドイツから輸入した新型印刷の荷下ろ
し作業が１日、酒田港国際ターミナルで行われた。従来は横浜港から陸上輸送で同
市まで運んでいたが、酒田港からであれば陸送の距離を大幅に短縮できるため、物
流コストを約１割削減できるという。
  今回同社が輸入したのは軟包材に水性インキで印刷できるフレキソ印刷機。組み
立てると幅約20メートル、奥行き４〜５メートル、高さ6.5メートルになる大型機
械で、コンテナ10個に分割して輸入した。コンテナはドイツ・ハンブルク港を１月
に出発し、韓国・釜山港を経由して今月１日に酒田港に到着した。
（山形新聞３月２日）

  ◇  訪日宿泊者数　島根５万7980人、最下位脱出  ◇

  観光庁が３日発表した2016年の外国人延べ宿泊者数（速報値）で、島根県は前年
比35.0％増の５万7980人で都道府県別の46位となり、07年の統計開始以来、続いて
いた最下位を脱出した。米子空港（境港市）に昨秋就航した香港便効果で、香港か
らの客が大幅に伸び、不名誉な「定位置」を返上した。
　島根県は、伸び率は前年（53.4％増）から鈍化したものの、3.8％減の５万3830
人だった福井県を上回った。国・地域別の宿泊者数（従業員10人以上の宿泊施設）
で見ると、香港は52.9％増の6160人で２位に浮上。１位の台湾は12.1％増の9110人
だった。（山陰中央新報３月４日）

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　◇◇　ERINAビジネスセミナー「ユーラシア物流の最新事情」を開催します。

　　○日時　2017年3月17日（金）　14：00〜16：00
　　○会場　ANAクラウンプラザホテル新潟（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/128188/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.306(20170310)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.306(20170310)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.306(20170310)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.306(20170310)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.306(20170310)
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  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。
　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。
　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。
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----------------------------------------------------------------------------
　かつて田中角栄首相が会計年度の暦年制移行を訴えたことがあるそうですが、巷
は多忙な年度末に差しかかってきました。元号と西暦に暦年と会計年度の数字が交
錯するややこしい時期でもあります。グローバルリズムと保護主義が交錯しても、
慌てることはないのかもしれません。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  FESCOがシベリア鉄道による７日間のコンテナ便を開始  ◇

　物流サービスグループFESCOは、ロシア鉄道のプロジェクト「シベリア鉄道７日
間」の枠内で「ウラジオストク−モスクワ−ウラジオストク」のルートで鉄道定期
便サービスFESCO Moscow Shuttle Express（FMS-Express）を開始する。
　これはモスクワとロシア極東の往復を見込んだプロジェクトの枠内での初のサー
ビスで、シベリア鉄道の所要日数は約７日間となっている。
　FESCOの公式発表によると、東行きのFMS-Expressのコンテナ列車の第１便はモス
クワ鉄道のシリカトナヤ駅で編成された。同便はこの１月30日にウラジオストクに
到着し、折り返しは２月３日だった。
　新しい急行列車FMS-Expressは週１回、モスクワとウラジオストクで編成される。
シリカトナヤ駅とウラジオストク駅の間の所要日数は、駅での貨物処理を考慮して
計８日程度となっている。今後は増便が予定されている。FMS-Expressは、ウラジ
オストクを経由し、「アジア−ロシア−欧州」方面の最適な陸送ルートの一つであ
るシベリア鉄道を使うFESCOの貿易・トランジット貨物向けの複合一貫輸送の一部
となっている。
　このFMS-Expressのサービスはロシア鉄道の「シベリア鉄道７日間」プロジェク
トの枠内で立ち上げられた。このサービスの行程は、出発駅から仕向け駅までノン
ストップの急行列車を想定している。このような図式はシベリア鉄道の輸送日数を
11日間から７日間に短縮し、平均速度を１日当たり830キロから1000キロ強まで上
げることを可能にする。さらに、FMS-Expressの運行開始は貨物の予備通関申告と
電子文書管理の採用に貢献した。
　直近の過去５年間にFESCOグループによって「ウラジオストク−モスクワ−ウラ
ジオストク」ルートで3000本のコンテナ列車が運行された。
（East Russia２月８日）

  ◇  新しい規制の導入で輸入中古車が税関で立ち往生  ◇

　ウラジオストク税関署のアレクセイ・クジメンコ次長代行は記者団に対し、ロシ
ア独自の事故時自動緊急通報装置「ERA-GLONASS」の装備義務の導入後、中古自動
車の輸入が減り続けていると述べた。「自動車輸入が減少する一方だ。２月の輸入
台数は、全部で25台ほどだ」と次長は述べた。
　今年に入ってから、「ERA-GLONASS」を装備していないということで、ロシア極
東の税関署では約800台の自動車が輸入を差し止められている。自動車に
「ERA-GLONASS」が装備されていることを記載する車両構造安全証明書を提出する
か、文書が2016年12月31日以前に発行されていれば、自動車を引き取ることができ
る。クジメンコ次長によれば、倉庫が満杯になる恐れはない。
　ユーリー・トルトネフ副首相は、輸入差し止めに遭っている自動車の問題を処理
することを約束し、沿海地方知事は「ERA-GLONASS」の装備義務の延期を求めた。
　ロシアでは、国内で登録される全ての輸送機関に「ERA-GLONASS」の装備を義務
付ける法律が１月１日から施行されている。2017年以前に車両構造安全証明書か車
両パスポートを取得した自動車は、規制対象とならない。（DV.land２月９日）

  ◇  ロシア極東からの木材輸出が量・金額ともに拡大  ◇

　2016年、極東の税関署を経由して750万トンの木材と木材製品（９億2390万ドル
相当）が輸出されたことを、極東税関局広報室が発表した。2015年比で輸出重量は
16％、輸出額は９％拡大した。主な輸入国は従来通り、中国（81％）、日本（12.5
％）、韓国（４％）だった。2016年に輸出された木材製品の73％が未加工木材
（2015年は75％）だった。原木は全部で670万立方メートル（５億2000万ドル相当）
だった。2015年比で容積は13％、（2015年は600万立方メートル）、金額は7.4％拡
大した。未加工木材の輸出は主に中国向け（全体の97％強）で、日本向けは2.4％、
韓国向けは0.3％となっている。このうち、高級樹種（タモ、ナラ）の原木につい
ては、2016年に28万6400立方メートル（2015年比1.1％減）、5600万ドル相当（３
％減）が輸出された。
　加工木材の輸出量は186万立方メートル（２億7850万ドル相当）だった。2015年
比で輸出量は12.5％拡大し（2015年は166万立方メートル）、輸出額は５％拡大し
た。この製品は主に中国（88％）、韓国（７％）、日本（３％）に輸出された。こ
のうち、高級樹種の加工木材の輸出量は29万7000立方メートルで、2015年比で７％
拡大し、輸出額は8470万ドルで３％拡大した。
　同時に、極東税関の各支署によって、違法な木材の移動で49件の刑事事件が提起
された（2015年39件）。対象となったのは17万4000立方メートルの木材で、これは
2015年の19倍だ。行政法違反事件が460件提起され、これは2015年より66件多かっ
た。（ハバロフスク版コメルサント・デイリー２月10日）

  ◇  S7航空がウラジオ−大阪便を開設  ◇

　S7航空が、ウラジオストクから日本第三の都市・大阪行きの便の運航を４月28日
から開始することを、同社広報室が発表した。ウラジオストク−大阪便は水曜と金
曜の運航となる。140人乗りのエアバスA320が使われる。また、S7航空はウラジオ
ストク−東京便の運航回数を、４月30日から週４回に増やすという。
（DV.land２月16日）

  ◇  アムール州にメタノール工場  ◇

　年間生産力120万トンのメタノール工場をアムール州に建設する方針のESNグルー
プが２月中にF/Sを終え、その後設計段階に入ることを、アムール州のアンドレイ・
ドネツ副首相が同社関係者との会合の結果として発表した。ドネツ副首相によれば、
ESNは、年内にも形成される「スボボドネンスカヤ」先行経済発展区（TOR）に入居
する。同プロジェクトをフォローアップするアムール州投資誘致エージェンシーは
「プロジェクトへの投資額は380億ルーブル余りとなり、230人強の新規雇用が創出
されるだろう」と報じた。
　ESNは、テクノリーシング社経由でスコボロジノの石油出荷ターミナルを所有し
ている。メタノール工場は既存のインフラ、特に貨車の処理能力が月量２万台の石
油出荷ポイントをベースに建設される、と同社では話している。ESPO建設後、石油
の供給はパイプライン輸送に移り、ターミナルの原油取扱量は月量900貨車に縮小
したため、事業の方向転換がきまった。新工場は、近くを通る「シベリアの力」ガ
スパイプラインから原料を受け取る。中国が工場の製品の主要需要家となる。将来
的な消費量は10億立方メートル程度と見積もられている。
　ナショナル・ケミカル・グループ（NCG）も、シマノフスクを建設予定地とし、
「シベリアの力」を軸とするアムール州での化学工場の建設に関心を持っていた。
結果的に、NDGは沿海地方、ナホトカ近郊での工場設置を決定し、2016年の東方経
済フォーラムで極東発展基金と支援について合意した。この鉱物質肥料工場の費用
は3705億ルーブルと見積もられており、このうち50億ルーブルを極東発展基金が提
供することになっている。「2022年に定格生産力を達成したのち、年間のアンモニ
アの生産量は110万トン、カルバミドの生産量は200万トン、メタノールの生産量は
100万トンになる」と昨年、NCGのニコライ・サビトフ社長は話していた。
　TORを使ったメタノールの生産には、ヤクーチアの経済界も関心を示してきた。
2014年（株）YaTEKはメタノールとLNGの工場をヤクーツク市の「パブロフスク−マ
イヤ」区間幹線ガスパイプライン付近に建設することを発表した。同社は昨年末、
投資の誘致とプラント供給について日本企業と交渉している。
（ハバロフスク版コメルサント・デイリー２月16日）

  ◇  沿海地方で緊急通報装置なしの中古車の通関が始まる  ◇

　事故時自動緊急通報装置「ERA-GLONASS」を装備していないために税関で留め置
かれている自動車の持ち主たちに、車両パスポートが交付され始めたことを、沿海
地方政府広報室が伝えている。
　今後３日間、ウラジオストク税関署は12時間体制（８〜20時）の営業に移る。
「車両パスポートの手続きのためには、通関申告書に記入し関税を払わなければな
らない」と行政府では説明した。
　「ERA-GLONASS」が付いていないため、年明けから税関に1400台が留め置かれて
いた。約1000台が沿海地方、残りが日本にある。
　2017年１月１日から、ロシアで登録されるすべての輸送機関に「ERA-GLONASS」
の装備が義務付けられている。2017年以前に車両構造安全証明書や車両パスポート
を取得した自動車は例外となる。国産の新車には工場で「ERA-GLONASS」が取り付
けられる。新法規の導入が原因で、ウラジオストクの中古車輸入台数は半減した。
（DV.land２月17日）

  ◇  輸入車登録の新規定の廃止を求めて市民が抗議集会  ◇

　輸入中古・新車への事故時自動緊急通報装置「ERA-GLONASS」の装備義務を廃止
し、技術規則（訳注：関税同盟の技術規則「車両の安全について」）内の当該項目
の履行を「任意」とするよう政府に要求する集会が、ウラジオストク市民によって
鉄道駅近くの広場で開かれた。
  「インターファクス極東」記者の集会会場からのリポートによると、集会の秩序
維持に当たっている警察の発表では集会参加者は350人余りとなっているが、組織
者側は約1000人だと話している。（インターファクス２月19日）

  ◇  サハリン３の地質調査で日本企業と提携  ◇

　ガスプロムネフチ・サハリン社（ガスプロムネフチの子会社）が日本のHAKURYU-5
社（日本海洋掘削（株）（JDC）の100％子会社）と、オホーツク海のアヤシ鉱区
（サハリン３）の探査井掘削用リグのリースに関する契約書に署名したことが、ガ
スプロムネフチのウェブサイトで発表されている。
　セミサブマーシブル型リグ「HAKURYU-5」は2017年夏の間に掘削を完了し、井の
テストとラボ分析のためのコアの採取ができる。これまで、アヤシ鉱区での探査掘
削は行われていなかった。
　「ガスプロムネフチは、会社が許認可を受けたすべてのロシア国内の鉱区の地質
構造の調査を続けている。当社が蓄積した北極海大陸棚での独自の作業ノウハウは、
ロシアの他の有望な油田でのプロジェクトの実施に活用されるだろう。掘削と井調
査の分野のグローバルなベストプラクティスの適用は、効率的で安全な作業を確保
するだろう」とガスプロムネフチのアンドレイ・パトルシェフ副社長（大陸棚開発
プロジェクト担当）は述べた。
　浮体式掘削リグHAKURYU-5は2014年に大規模改造を施された。掘削シーズンに向
けた準備の一環で、オホーツク海の気候・水文条件に合わせるための改造が2017年
に行われる。
　ガスプロムネフチ・サハリンは１月にガスプロムからオホーツク海のアヤシ石油・
天然ガス鉱区を取得。地質調査、探鉱、炭化水素の採掘のライセンスは2039年まで
有効となっている。（リア通信２月21日）

  ◇  韓国もロシア極東のヘルスケア業界に進出か  ◇

　タス通信の報道によると、ウラジオストクで活動する意向を持つ韓国の医療関連
企業のグループが９月までに編成されることを、アレクサンドル・クルチコフ極東
開発次官がソウルでの実務会合後に述べた。病院建設の実質的な諸決定は、ウラジ
オストクで９月初めに開催される第３回東方経済フォーラムで下される。
　ロシア極東のヘルスケアプロジェクトにはすでに、日本人投資家たちが参画を表
明している。例えば、ハバロフスク市のロシア鉄道の病院をベースに日ロの医療セ
ンターが開設され、日揮（株）はウラジオストクに外来患者用医療施設をつくる。
　アジア諸国での治療はロシア極東住民の間に広まっている。約7000人の沿海地方
住民が毎年、現地病院での治療のために韓国を訪れている。
　2015年のロシア極東の平均寿命の数値は全国平均を下回った。これは、質の低い
医療と低生活水準に関連している、とメドベージェフ首相が過去に述べていた。
（DV.land２月21日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  大慶油田、海外からの受注で収入80.75億元  ◇

  大慶油田公司からの情報によれば、大慶油田では積極的に海外戦略を推進し、
2016年、イラクやトルクメニスタンなどの国々の油田の維持、集積・輸送ステー
ションの建設などの重要なプロジェクトを落札し、海外から80.75億元の収入を実
現した。
  国外への飛躍的な発展の実現は、大慶油田が持続的に発展するためには避けては
通れない道である。昨年、大慶のサウジアラビアプロジェクトDQ047の掘削隊は関
係する制度を厳しく実行して、960日間安全に生産を実現した。同時にKHRS536坑井
の施工中、37.2日間の油田掘削を実現し、発注側が計画した期間よりも3.8日間繰
り上げて、国際的な大企業が持っていた37.6日間という最高記録を更新した。
  石油価格の下落という不利な要素は海外市場に大きな影響をもたらしている。大
慶油田設備製造集団の力神ポンプ業有限公司スーダンプロジェクト部の宗志臣副支
配人は次のように述べている。「2016年に我々は契約延長に合意し、石油価格の下
落のもとで契約の継続と収益を保証した。同時に、南スーダンプロジェクトのポン
プ点検の期間は1213日間に達し、新記録を打ち出した」。今年、彼らは顧客の生産
力向上の要求をしっかりと保証し、現地の労働者に対する訓練や審査を拡大し、ポ
ンプ点検の期間を延長して、プロジェクトのさらなる発展を実現していく。
（黒龍江日報２月３日）

  ◇  昨年の大連港の貨物取扱量　前年比5.3％増  ◇

  ２月７日に開かれた大連港口岸および物流工作会議において得た情報によれば、
昨年、東北全体は内地経済下降の圧力に直面したが、大連の系列港では各種生産指
標が上向くように有効な措置を取ることにより、コンテナ取扱量の増加速度はマイ
ナスからプラスに転じ、空港の生産指標と増加速度も前年の水準を維持した。
  データによれば、昨年大連港が実現した貨物取扱量は4.37億トンで、前年比5.3
％の伸びだった。コンテナ取扱量は958TEUで前年比1.4％の伸びだった。空港の旅
客利用者数は延べ1525.7万人で前年比7.8％の伸び、貨物・郵便取扱量は14.9万ト
ンで前年比8.8％の伸び、航空貨物輸送量は8億1687万トンキロで前年15.1％の伸び
だった。
  昨年、大連市は積極的に国家の「一帯一路」の戦略配置に加入し、「遼満欧」越
境コンテナ列車の運行が常態化し、サムスン列車、大連−ベラルーシ間の「中白」
列車、ノボリシビスク−大連間の「中航互連快線」および全国発の全冷蔵列車など、
１年間で1.77万TEUの貨物取り扱いを実現し、前年比106％の伸びだった。ノボリシ
ビスクと大連間の帰路の越境列車の開通が双方向の運行を実現した。同時に、コン
テナの海運・鉄道・道路の複合一貫輸送の発展を推進し、そのプロジェクトは総合
第１位で国家の試験地点プロジェクトに選ばれた。昨年、複合一貫輸送で実現した
コンテナ量は40.6万TEUで前年比17％増となり、取扱量は全国でも上位に位置して
いる。
  昨年、大連市は口岸環境の最適化を実現するために、政府調達の口岸検査・検疫
サービス試験地点業務を東北地域で率先して全面的に実施し、税関の検査検疫で問
題がなかったコンテナの費用を免除した。実際に免除した費用は1235.4万元に上っ
た。現在、長興島だけでなく、大連港と空港に建設された港湾区はすべて口岸の対
外開放を実現しており、残りの港湾区の口岸開放もすでに国家の「13期五カ年規画」
の口岸発展計画の中に組み入れられている。（遼寧日報２月10日）

  ◇  内モンゴル自治区、2016年国境小額貿易総額が8.8％増  ◇

  フフホト税関の統計によると、2016年、内モンゴル自治区の企業が行う国境小額
貿易の輸入出額が208.3億元に達し、前年より8.8％増加した。そのうち、輸出額は
26.3億元、前年比14.8％減で、輸入額は182億元、前年比13.3％の伸びだった。
  自治区の国境貿易輸入出額は、2016年２月の低調から上昇に転じ、12月には2015
年以来の最高額を達成した。貿易相手国別では、ロシアはすでに内モンゴル自治区
の主要貿易相手国となり、自治区の企業とロシアとの国境貿易輸入出額は前年比7.5
％増の148.6億元に達した。そのうち、輸出は17.1億元、前年比４％減で、輸入は
131.5億元、前年比9.3％の伸びだった。また、モンゴルとの国境貿易輸入出額は前
年比11.9％増の59.7億元となり、そのうち、輸出は9.2億元、前年比29.5％減で、
輸入は50.5億元、前年同期比25.2％増加した。
  業界筋の分析によれば、ロシアや中央アジア諸国が「一帯一路」構想の重要な参
加者として経済・貿易・科学技術・人文などの分野で中国との交流・協力をいっそ
う深めていくことによって、二国間の経済貿易事業はより広い分野・地域まで拡張、
波及し、将来的には国境貿易も恩恵を受けるだろう。（内モンゴル日報２月14日）

  ◇  遼寧省、冷凍栗のEU市場進出に成功  ◇

  ２月10日、遼寧ハツ魚圏出入国検査検疫局による検査を受けた冷凍栗が70日間あ
まりの輸送期間と列車の積み替えを経て、ハンガリーで通関手続きをスムーズに済
ませ、EU市場に入った。
  関係筋によれば、今回の貨物量は合計23トン、総額は21.16万ドル。ハツ魚圏口
岸の冷凍栗は初めてハンガリーに輸出され、初めてEU市場に入った。EU市場への進
出を成功させたのは製品の高い品質だけではなく、ハツ魚圏出入国検査検疫局によ
る長年の政策支援と厳格な監督管理によるものだ。（遼寧日報２月15日）

  ◇  「琿春─羅津─寧波」の国内貿易航路、再始動  ◇

  ２月15日、200トン余りのトウモロコシが琿春創力海運物流有限公司の貨物場で
の詰め込み作業を経て、朝鮮の羅津港に運ばれる。
  今回の航海で積まれる貨物は3000トン余り、約120TEU。３月初めに羅津港から寧
波に向けて輸送される予定だ。これにより、「琿春−羅津−寧波」の国内貿易貨物
のコンテナ航路が正式に運営される。
  調べによれば、今回のトウモロコシは全部で２万トン余り、毎日300トンを下回
らない速度で創力海運の貨物倉庫に運ばれている。
  琿春市航務局の関係筋によれば、琿春市で国内貿易貨物の越境輸送航路が運営さ
れた当初、琿春創力海運物流有限公司はばら積み形式で、寧波に向けて石炭を10万
トン余り輸送していた。しかし、経済状況の変化により国内の石炭価格が下落する
一方、当地の石炭価格が元のレベルのまま変わらないなどの要因で、輸送が停止さ
れた。６年のブランクを経て、国内貿易貨物の輸送航路は、ばら積み輸送の経験や、
コンテナ貨物の並行輸送の経験を積み、再度「琿春−羅津−寧波」航路を始動させ
た。初めてコンテナ業務を開始したことは、航路発展の延長線上であるとともに、
まったく新しい革新とも言える。
  税関総署の国内貿易航路業務拡大の指示に基づき、寧波のコンテナ輸送航路は双
方向輸送を実行する。そのときには、東北地域の大口貨物輸送におけるボトルネッ
クの問題が有効に解決されるだろう。同時に南方貨物の東北・内モンゴル地域への
輸送を拡大する道にもなるだろう。（吉林日報２月15日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  新国際空港の違反は６割是正  ◇

　新ウランバートル国際空港の引き渡しに係る国家委員会は７日、会合を開き、査
察で摘発された違反の是正について協議した。委員会は、違反改善作業はスケジュー
ル通り進んでいると考えている。
　ツォグトゲレル輸送副大臣とビャンバスレン次官の主導する国家委員会と、民間
航空局グループの、計85名は、モンゴルの現行法および国際民間航空機関の勧告、
さらに第123号道路交通大臣令に従って、年明けに最初の査察を行った。
　摘発された違反の是正のために、国家委員会はしかるべき指示を設計グループ、
コンサル会社、元請業者、下請け業者に出した。委員会は、新ウランバートル国際
空港の暫定管理部レベルの違反、不備の是正作業の進捗状況も監督している。
　目下、摘発された違反の60％が是正された。この状況をかんがみ、国家委員会は、
第１四半期末に予定されている第２回目の査察後に新空港の施設の営業を開始する
ことにしている。（MONTSAME２月８日）

  ◇  日本の設備で粉乳を生産  ◇

  モンゴル国政府は、健康で安全な食品の国民への提供と、生産者間の均等な原料
分配を目的とし、１月１日から初の「肉と牛乳」全国キャンペーンを開始した。
  MDM社は「健康的な食糧−健康なモンゴル人」スローガンの下で進められている
キャンペーンを応援している。２月９日には、加工会社、農家、ビジネスパートナー、
業界団体の代表者、研究機関の専門家に自社の小型粉乳製造設備を紹介するための
ワークショップ・ディスカッションを開催した。
  エルデネバト首相はこの開会式に出席し、設備の説明を受けた。この日本製設備
は、地元の生産体からの牛乳供給量に応じて、１日（８時間）で240〜600リットル
の牛乳を乾燥させることができる。
  「モンゴルには6000万頭以上の家畜がいるのに、粉乳は輸入されている。農村部
に生産設備を設置することにより、製品の顧客数が増えるだろう。さらに、粉乳の
市価が安定し、農牧業者は定期的に収入を得るだろう。国内需要を十分に満たした
後は、粉乳を輸出すべきだ。我々は、モンゴル人が常にできるものの製造を目指す
べきだ」と、首相は述べた。
  2017〜2025年に設備を導入することで、6000〜8000人分の雇用が生まれるとみら
れている。モンゴルは、国内需要の充足のほか、年間４億リットルの牛乳を生産す
ることができる。しかし、原材料の加工専用のインフラを欠き、設備は老朽化し、
更新が進まないため、酪農産業は総生産能力のわずか10％しか活用されていない。
モンゴルは毎年、約400トンの粉乳を輸入しており、これは３万5000トンの液体ミ
ルクになる。（GoGo Mongolia２月10日）

  ◇  欧州議会が対モ連携協定を批准  ◇

　欧州議会は15日の本会議で、モンゴルとEUの間で2013年に締結された連携協力協
定を批准し、関連する決議を採択した。
　協定批准を受けて、モンゴル国会のエンフボルド議長はアントニオ・タヤーニ欧
州議会議長に感謝の手紙を送った。議会の決議に基づき、EU評議会は本協定の発効
を決定することになっている。モンゴルとEUの関係の基本文書である連携協力協定
の発効は、両者の連携規模の拡大を可能にし、貿易、経済、開発支援、農業、農村
開発、エネルギー経済、気候変動対策、学術研究、イノベーション、教育、文化の
分野における今後の協力の拡大強化のための法的基盤を確保するものだ。この決議
は、民主化、法の支配と行政、人権、持続的発展、経済・地方・世界の発展に係る
協力の強化に関するテーマも含んでいる。
　さらに決議には、モンゴルの民主化プロセスに対するEUの評価や国際舞台でのモ
ンゴルの努力の承認も反映されている。欧州議会はさらに、投資の拡大、対モンゴ
ル貿易経済協力の活発化を、その決議の中で加盟国に呼びかけている。
（MONTSAME２月17日）

  ◇  IFCと建設産業で協力  ◇

　建設・都市開発省と世銀グループの国際金融公社（IFC）は住宅への電力供給の
改善と建設産業の経済効率向上の方面での協力に関する覚書を締結した。双方は建
設業務の質的改善と安全、コスト削減、「グリーンハウス」の基準に沿った新規住
宅建設の分野で協力することにしている。「グリーンハウス」とは、熱損失のない、
進歩的な省エネ技術を使い、グリーン地帯のある住宅のことだ。「グリーンハウス」
の導入は住宅の維持費の削減や温室効果ガス排出削減に貢献するとみられている。
（MONTSAME２月17日）

  ◇  家畜登録システムの改善にフランスが協力  ◇

　ウブルハンガイ県とフランスが共同で家畜の識別と登録の実証プロジェクトを始
めた。フランス畜産研究所の専門家が先日、ウブルハンガイ県で家畜登録システム
に係る活動を行い、現在の家畜の登録・識別作業を視察した。
　ウブルハンガイ県での同専門家の活動中に、県内の郡の畜産農家、専門家、検疫
機関の職員が参加して家畜登録システムの改善に関する講習会が開かれた。このプ
ロジェクトはモンゴル国食糧・農牧業省とフランス農業・食糧省との協力協定の枠
内で実施される。（MONTSAME２月17日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  官民一体で留学支援　費用給付や海外職場体験（福井）  ◇

  県と公益財団法人県アジア人材基金は、学生の留学を県内企業が支援する新事業
を立ち上げる。費用給付だけでなく、各社の海外拠点での職場体験と語学研修など
を組み合わせたプログラムを提供する。留学前後にも各社でインターンシップを行
い、国際的視野を持った人材の県内就職につなげる。
  文部科学省と日本学生支援機構の官民協働留学支援制度「トビタテ！留学JAPAN
日本代表プログラム」の「地域人材コース」に採択された。県内企業に関心のある
学生らを対象に３日から募集を始め、初年度の2017年度は15人程度の支援を予定し
ている。県アジア人材基金が実施主体となり、繊維、化学といった製造業を中心に
県内15社が協力する。（福井新聞２月４日）

  ◇  新潟と地方の交流に力　孫中国総領事、知事に就任あいさつ  ◇

  １日に着任した在新潟中国総領事館（新潟市中央区）の孫大剛総領事が６日、就
任あいさつのため県庁を訪れ、米山隆一知事と会談した。孫氏は「東北アジアの交
流は大事だ。新潟と中国の各地方の交流に全力で取り組んでいきたい」と意欲を語っ
た。
  ３代目の総領事となる孫氏は遼寧省出身。同省外事弁公室副主任、同主任などを
歴任した。日本では1995年から１年間、秋田県内で国際交流員として働いた経験が
あるという。（新潟日報２月７日）

  ◇  江守商事、中国に子会社　電子材料など輸出入（福井）  ◇

  江守商事（本社福井市、市川哲夫社長）は８日、中国広東省の深セン市に子会社
を設立すると発表した。日系企業が多く進出する華南地区で、電子材料を中心に化
学品や合成樹脂の輸出入などを行う。
  新たな子会社「江興（じゃんしん）貿易（深セン）有限公司」は、中国政府が推
進する貿易や投資、金融の規制緩和を試行する「自由貿易試験区」に設立。営業開
始は３月１日の予定。中国での子会社設立により、江守商事の海外拠点は香港、タ
イ、インドネシア、フィリピン、シンガポールの計６拠点体制となる。
（福井新聞２月９日）

　セン：つちへん+川

  ◇  第四銀、アリババと提携　取引先の海外展開後押し（新潟）  ◇

  第四銀行（新潟市中央区）は10日、海外進出支援サービスのアリババ（東京）と
業務提携した。第四銀は取引先にアリババのサービスを提供し、海外向けの販路拡
大を後押しする。アリババによると本県金融機関との業務提携は初めて。
  アリババは、世界最大級の国際企業間取引サイト「アリババドットコム」を運営
する中国のアリババグループと、ソフトバンクグループの合弁会社。アリババドッ
トコムは、企業が海外の取引先を探し、売り上げを得るためのマッチングを行うサ
イトで、240以上の国・地域のバイヤーが登録している。（新潟日報２月11日）

  ◇  一畑電鉄グループ　台北事務所が開所（島根）  ◇

  台湾からの観光客誘致促進を目指し、一畑電気鉄道（松江市、今岡和志社長）が
台北市内に計画していた同グループの駐在員事務所が10日に開所した。４月19日に
は同市内で、現地の旅行会社などを招いた商談会を開催する。
  台北駐在員事務所は協力関係にある現地旅行会社のオフィス内に設けた。今後、
現地の旅行会社に向け、一畑グループの観光関連施設などを組み込んだツアーの造
成を働き掛ける。島根県内の観光情報のPRも代行し、インバウンド拡大につなげる。
（山陰中央新報２月11日）

  ◇  北東アジア経済会議開幕　黒田日銀総裁が基調講演（新潟）  ◇

  北東アジアの経済発展や経済協力について国内外の専門家が話し合う「北東アジ
ア経済発展国際会議」が14日、２日間の日程で新潟市中央区の朱鷺メッセで開幕し
た。環日本海経済研究所と県、新潟市でつくる実行委員会が主催し、前身の会議を
含め26回目。研究者ら約180人が参加した。
  米国のシンクタンク「ブルッキングス研究所」のシニアフェロー、バリー・ボズ
ワース氏は、トランプ政権の経済政策をテーマに基調講演し、「アジアは自由貿易
体制への認識を共有し、米国の保護主義にまとまって対応することが重要だ」と説
いた。日銀の黒田東彦総裁はアジア経済について「『世界の工場』としての成長モ
デルは転換点を迎えている。今後鍵を握るのはサービス業だ」と強調した。
（新潟日報２月15日）

  ◇  県と香港、相互利益の関係構築　経済協力覚書に調印（富山）  ◇

  県と香港の貿易発展局は14日、双方のビジネス交流の活発化に向けて協力する覚
書を取り交わした。県産品のアジアへの輸出や県内企業の事業展開を香港側が支援
する内容で、取引の拡大を通じて相互の経済発展を目指す。
  県庁で調印式が行われ、香港貿易発展局の周啓良上席副総裁があいさつ。富山に
はコメや日本酒、魚介類といったおいしい食材と優れた工芸品があると指摘し、
「生産者の輸出の機会を広げるとともに、海外進出を考えている富山の企業をサポー
トしたい」と語った。香港は輸入に対する規制が少なく、関税もないため、農林水
産物をはじめとした国産品の輸出拡大を目指している日本政府は主要なターゲット
に位置付けている。（北日本新聞２月15日）

  ◇  県、香港と経済交流促進　覚書締結、県産品の輸出拡大（福井）  ◇

  県は15日、香港貿易発展局との間で、眼鏡や繊維などの県内工業製品、工芸品、
農林水産品の輸出拡大や、県内企業の香港での事業活動支援など、福井と香港の経
済交流を促進するための「相互協力に関する覚書」を締結した。
  同発展局のベンジャミン・チャウ上席副総裁が県庁を訪れ、西川知事とともに覚
書に調印した。同様の覚書はこれまでに和歌山、沖縄、三重、富山県が結んでおり、
全国５県目となった。覚書には、県産品の香港への販路拡大をはじめ▽相互の市場
に関する取引照会情報の提供▽ビジネスにかかる相互訪問の促進▽それぞれが関わ
るセミナー・展示会・商談会への参加促進−などに協力していくことが記されてい
る。（福井新聞２月16日）

  ◇  丹南の伝統産業　韓国で発信充実（福井）  ◇

  丹南地域の市民や商工業者でつくる「こしの都・百済文化交流協会」（三田村俊
文会長）は21日、交流を続けている韓国・扶余郡の博物館に開設した丹南の伝統産
業を紹介するコーナーをリニューアルする。国の伝統工芸品に指定されている越前
和紙、越前漆器、越前焼、越前打刃物、越前箪笥の商品を使い展示し、その魅力を
広く発信する。
  韓国中央西部の忠清南道にある扶余郡は、古代に百済最後の都があった地。丹南
地域に集積している伝統産業は、百済など大陸から伝わった技術文化が源といわれ
ている。郡内にある百済の歴史遺産は15年、国連教育文化機関（ユネスコ）の世界
遺産に登録された。展示コーナーは、世界遺産の一つ定林寺址にある定林寺址博物
館の一角にスペースの無償提供を受け、11年に開設。丹南の伝統工芸品を並べ、各
産業の歴史をパネルで紹介している。（福井新聞２月16日）

━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　蔡聖錫
　　　『綏芬河 異文化が交錯』（新潟日報 2月20日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　◇◇　ERINAビジネスセミナー「ユーラシア物流の最新事情」を開催します。

　　○日時　2017年3月17日（金）　14：00〜16：00
　　○会場　ANAクラウンプラザホテル新潟（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/128188/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

　◇◇　『ERINA REPORT』 No.134を発行しました。

　詳しくは⇒http://www.erina.or.jp/publications/er/er-2017/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.305(20170224)
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  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
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